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１．当四半期決算に関する定性的情報 

(１) 経営成績に関する説明 
当第 2 四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用、所得環境の改善が進むなか、各種

政策の効果もあって緩やかな上昇となることが期待されておりますが、中国を始めとするアジア

新興国等の景気減速によるリスクや、各国の金融政策にともなう金融市場の変動も懸念されるな

ど、先行きについては不透明感も増しております。 
このような中、当第 2 四半期連結累計期間の連結業績につきましては、前年同期の売上高に

大きく貢献した公共関連事業分野の大規模公募型受託案件がなかったことにより、売上高は 581
億 8 千 1 百万円と前年に比べ 24 億 4 千 7 百万円（前年同四半期比 4.0％減）減少いたしました。

利益面につきましては、売上総利益率の改善により売上高減少の影響はカバーしたものの、人件

費増等による販売費および一般管理費の増もあり、営業利益は 3 億 5 千万円（前年同四半期比

47.1％減）となり、経常利益は 5 億 3 千 4 百万円（前年同四半期比 30.6％減）となりました。 
親会社株主に帰属する四半期純利益は 2 億 2 百万円（前年同四半期は 4 億 1 千 4 百万円の損

失）となっております。 
なお、当社グループの業績は、多くの顧客の決算期にあたる当社第 3 四半期連結会計期間以

降に売上が多く計上されるという季節変動要因を抱えております。 

 

当第 2 四半期連結累計期間のセグメントごとの業績は以下の通りであります。 

 

＜公共関連事業分野＞ 

公共関連事業分野では、地方自治体のマイナンバー導入に伴うシステム更新案件および大学市

場における案件の売上は伸長いたしましたが、前年同期に売上計上された大規模公募型受託案件

がなかったこと、同じく前年にあった大型 ICT サポート案件の減少等により、売上高、利益と

も前年を下回る結果となりました。 
自治体分野においては、マイナンバー制度施行に伴うシステムの更新が順調に進んだことによ

り売上高、利益とも伸長し、公共施設における図書館システムの導入も順調に推移いたしました。 
大学分野では、当社が得意とする学生が自ら考え主体的に学ぶための環境である「アクティブ

ラーニング」を中心とした新しい学習空間の導入が順調に進みました。また、大学の新設・学科

改組に関するコンサルも堅調に推移した結果、売上高、利益とも伸長いたしました。 
教材分野では、学校消耗品の通販ビジネス「UCHIDAS」が順調に推移したことで売上は伸長

いたしました。学校施設設備分野は、建築の完工時期が夏季から年度末に移行した影響等により、

当期間での売上は僅かに減少しましたが、受注は堅調に推移しております。 
小中高校向け教育 ICT 分野では、大型案件の影響を除けば、タブレットを中心とした商談お

よび教職員が校務処理を行うための校務システム等の導入は順調に伸長いたしました。 
これらの結果、売上高は 238 億 2 千 8 百万円（前年同四半期比 12.1％減）、営業利益は 6 億

9 千 3 百万円（前年同四半期比 37.5％減）となりました。 
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＜オフィス関連事業分野＞ 

オフィス関連事業分野は、国内市場においては、首都圏での大規模なオフィスビル供給量の拡

大に対応すべく営業力を強化し、大型のオフィス移転案件、金融機関における店舗、社屋の移転・

新築需要を着実に獲得できたこと等から、売上高は伸長いたしました。また、物流倉庫の移転や

在庫の適正化により保管費等の物流コスト削減を行った結果、利益面でも改善いたしました。 
海外市場においては、北米市場における個人消費が引き続き堅調に推移したことに加え、円安

効果もあり、売上高、利益とも伸長いたしました。 
これらの結果、売上高は 197 億 9 千 7 百万円（前年同四半期比 3.7％増）、営業損失は 7 億 6

千 2 百万円（前年同四半期は 10 億 9 千 5 百万円の損失）となりました。 
 

＜情報関連事業分野＞ 

情報関連事業分野では、大手企業を対象としたソフトウェアライセンス販売については、顧

客企業の好業績の影響もあり売上は伸長しました。同じく大手企業を対象としたクラウド型コ

ミュニケーションサービスの構築や会議室予約システム構築も順調に推移しました。中堅中小

企業向け業務システムの分野においては、買い替え需要が前年を下回る状況でしたが、食品業

など業種に特化した新規提案を展開した結果、売上高は前年並みとなりました。 
これらの結果、売上高は 141 億 8 千 2 百万円（前年同四半期比 1.1％増）となり、営業利益

は前年同期に退職給付費用の戻りがあったことなどから、3 億 7 千 1 百万円（前年同四半期比

40.3％減）となりました。 

 

＜その他＞ 

主な事業は人材派遣事業と教育研修事業であり、売上高は 3 億 7 千 3 百万円（前年同四半期

比 6.2％減）、営業損失は 3 百万円（前年同四半期は 2 千万円の損失）となりました。 

 

(２) 財政状態に関する説明 
＜資産の部＞ 
当第 2 四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ 70 億 7 千 8 百万円減少

し、844 億 9 千 9 百万円となりました。流動資産は、受取手形及び売掛金の減少 56 億 1 千 8 百

万円、現金及び預金の減少 20 億 3 千 5 百万円、および商品及び製品の増加 8 億 8 千 9 百万円等

により前連結会計年度末に比べ 60 億 3 千 5 百万円減少し、548 億 1 千 8 百万円となりました。

また固定資産は、前連結会計年度末に比べ 10 億 4 千 2 百万円減少し、296 億 8 千万円となりま

した。 
 

＜負債及び純資産の部＞ 
当第 2 四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ 55 億 2 千 1 百万円減少

し、495 億 1 百万円となりました。流動負債は、支払手形及び買掛金の減少 55 億 1 千 1 百万円、

未払消費税等の減少 9 億 9 千 7 百万円、および短期借入金の増加 21 億円等により前連結会計年

度末に比べ 50 億 2 千 8 百万円減少し、383 億 8 千 3 百万円となりました。また固定負債は、長

期借入金の減少 4 億 6 千万円等により前連結会計年度末に比べ 4 億 9 千 2 百万円減少し、111 億

1 千 7 百万円となりました。 
純資産合計は、剰余金の配当 5 億 3 百万円による減少、および上場有価証券の時価評価に伴う

その他有価証券評価差額金の減少 10 億 5 千 4 百万円等により、前連結会計年度末に比べ 15 億 5
千 7 百万円減少し、349 億 9 千 8 百万円となりました。 
以上の結果、自己資本比率は前連結会計年度末の 37.2％から 1.3 ポイント上昇し、38.5％とな

りました。 
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（キャッシュ・フローの状況） 
当第 2 四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ 22 億 8

千 9 百万円減少し、166 億 7 千 6 百万円となりました。 
 
   ＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞ 

営業活動によるキャッシュ・フローは 22 億 3 千 6 百万円減少いたしました（前年同四半期は

12 億 9 千 9 百万円の減少）。この減少は主に、仕入債務の減少 55 億 7 百万円（前年同四半期は

70 億 3 千 1 百万円の減少）、たな卸資産の増加 13 億 5 千万円（前年同四半期は 7 億 5 百万円の

減少）、および未払消費税等の減少 9 億 9 千 7 百万円等の減少に対し、売上債権の減少 56 億 4
千 3 百万円（前年同四半期は 44 億 9 千 5 百万円の減少）等の増加によるものであります。 

 
＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞ 
投資活動によるキャシュ･フローは 10 億 3 千 4 百万円減少いたしました（前年同四半期は 6 億

4 千 7 百万円の減少）。この減少は主に、ソフトウェア開発等に係る投資支出 6 億 6 百万円およ

び設備投資支出 2 億 8 千 3 百万円等の減少によるものであります。 
 

＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞ 
財務活動によるキャッシュ・フローは 10 億 5 千万円増加いたしました（前年同四半期は 16 億

2 千 9 百万円の増加）。この増加は主に、短期借入金の純増額 21 億円の増加に対し、配当金の支

払 5 億 3 百万円および長期借入金の返済 4 億 6 千万円等の減少によるものであります。 
 
 

(３) 連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 
平成 28 年 7 月期の業績予想につきましては、平成 28 年 2 月 17 日に公表いたしました連結

業績予想から変更はありません。 

4

㈱内田洋行　（8057）　平成28年7月期 第2四半期決算短信



２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 
(１) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

該当事項はありません。 
 

(２) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 
該当事項はありません。 

 
(３) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 
（会計方針の変更） 
 （企業結合に関する会計基準等の適用） 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第 21 号 平成 25 年 9 月 13 日。以下「企業結合

会計基準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 22 号 平成 25 年 9 月

13 日。以下「連結会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第

7 号 平成 25 年 9 月 13 日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を、第 1 四半期連結会計

期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本

剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する

方法に変更しております。また、第 1 四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合につ

いては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半

期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期

純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。

当該表示の変更を反映させるため、前第2四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、

四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。 

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第 58－2 項（4）、連結会計基準第

44－5 項（4）及び事業分離等会計基準第 57－4 項（4）に定める経過的な取扱いに従っており、

第 1 四半期連結会計期間の期首時点から将来にわたって適用しております。 

なお、当第 2 四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありませ

ん。 

 
 （費用計上区分の変更） 

従来、販売費及び一般管理費で計上していた ICT サービス事業の費用の一部を、第 1 四半期

連結会計期間より、売上原価で計上する方法に変更しております。 

この変更は、連結子会社ウチダエスコ㈱が当連結会計年度において組織変更とそれに伴うサ

ービス内容の再検討を行ったことに加え、同社の新システムが稼働したことを契機に、売上高

と売上原価の対応関係を明確にし、売上総利益をより適切に表示するために行ったものであり

ます。 

当該会計方針の変更は遡及適用され、前第 2 四半期連結累計期間については遡及適用後の四

半期連結損益計算書となっております。 

この結果、遡及適用を行う前と比べて、前第 2 四半期連結累計期間の売上原価は 147 百万円

増加し、売上総利益並びに販売費及び一般管理費は同額減少しておりますが、営業利益、経常

利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。 
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成26年７月21日　至　平成27年１月20日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

売上高

27,117 19,087 14,025 60,231 398 60,629 － 60,629

248 138 31 418 1,528 1,946 △1,946 －

計 27,366 19,226 14,056 60,649 1,926 62,576 △1,946 60,629

セグメント利益又は損失（△） 1,109 △1,095 623 637 △20 616 44 661

(注)１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、人材派遣事業、教育研修事業、

　　　　 不動産賃貸事業等を含んでおります。

    ２　 セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去であります。

    ３　 セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成27年７月21日　至　平成28年１月20日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

売上高

23,828 19,797 14,182 57,808 373 58,181 － 58,181

259 105 261 625 1,748 2,374 △2,374 －

計 24,087 19,902 14,443 58,433 2,122 60,555 △2,374 58,181

セグメント利益又は損失（△） 693 △762 371 302 △3 298 51 350

(注)１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、人材派遣事業、教育研修事業、

　　　　 不動産賃貸事業等を含んでおります。

    ２　 セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去であります。

    ３　 セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

  外部顧客への売上高

  セグメント間の内部売上高

  又は振替高

  外部顧客への売上高

  セグメント間の内部売上高

  又は振替高

報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書

計上額
(注)３

公共関連
事業

ｵﾌｨｽ関連
事業

情報関連
事業

計

報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書

計上額
(注)３

公共関連
事業

ｵﾌｨｽ関連
事業

情報関連
事業

計
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